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研究成果の概要（和文）：本研究は、災害時の行動スクリプトに潜む問題点を把握し、災害対処行動を促進するための
方法を実証的に検討することを目的とした。また、さまざまな災害に対する国民のリスク認知についての基礎データも
収集した。調査の結果、災害直後、通話がきわめて困難であることがわかっていてさえ、住民は携帯電話による安否確
認に固執することが明らかになった。また、対処行動促進の一連の実験では、他者援助アピールは被災対象が自分の子
供であってでさえ、それほど有効ではないことが示された。リスク認知調査の結果からは地震と原発に対する不安が低
下する一方、他のハザードについての評価にはほぼ変動がないことが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This research project empirically examined methods to promote disaster 
preparedness based on findings of the residents’ vulnerability in their evacuation scripts. Data 
regarding perception of the risk of various hazards were collected by a nationwide survey. The results of 
the web-based survey revealed the desire of residents to confirm the safety of significant others, mostly 
by mobile phone, even if telephone communication was expected to be difficult or impossible. A series of 
experiments consistently indicated that appeals to help victims had little or no effect on the 
participants’ preparedness for disasters even when the victims were their children. The nationwide 
survey results suggested that the public’s anxiety about earthquakes and nuclear plant accidents has 
been declining while their anxiety about many other hazards is unchanged.
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１．研究開始当初の背景 
 2011年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震
は甚大な津波被害を引き起こした。死者・行
方不明者の 9割は水死であり、被災地住民の
生死を分けたのは地震から津波が到達する
までの 30 分から 1 時間程の間に避難行動を
とったかどうかであった。この被害のありよ
うは、ハードウエアだけに頼る防災計画は不
十分で、行動科学的アプローチの重要性を再
認識させるものであった。 
 災害時の行動モデルや、自然災害の直接
的・間接的経験によるリスク認知の変容につ
いては、それぞれ災害心理学、リスク認知研
究の領域に知見の蓄積があるものの、災害時
の行動についてのメンタルモデル（スクリプ
ト）を把握し、その中の問題点を抽出して、
減災につなげようという研究はほとんどみ
られない。また、人が対処しなければならな
いリスクは地震だけではない。震災発生から
の時間経過の中で政府や自治体による地震
災害抑止のための取り組みが進められるが、
そういった特定災害からの時間経過やその
災害への対処行動が他の災害についてのリ
スク認知をどう変容させるのかを実証的に
検討した研究もほとんどみられない。以上が
研究開始当初の背景であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究でアプローチした問題は、大きく分
けると以下の３点となる。 
(1)災害時の行動スクリプトの把握と脆弱性
の検討 
 被災した住民が災害発生時に“実際にどの
ような行動をとったのか”を把握し、その上
で、災害リスクは高いがまだ大規模災害が発
生していない地域住民が、“被災時に自分が
どのような行動をとると予測しているか”に
ついて調べ、両者をつきあわせることで、災
害時の行動スクリプトに潜む問題点を浮か
び上がらせる。 
(2)災害対処行動促進プログラムの影響 
 災害による被害を軽減するには事前の備
えが最も重要である。しかも、単にリスクの
高さを理解するのではなく、それに応じた準
備を行動として起こさなければ実際の減災
にはつながらない。そこで、防災講演形式の
プログラムを実施し、様々な要因を操作して
その効果を検証する。 
(3)災害からの時間経過と減災の取り組みが
さまざまな領域のリスク認知に及ぼす影響 
 人びとが様々なハザードに対するリスク
をどのように認知しているのかについて時
系列的に把握し、対処行動促進プログラムに
よる各種リスク認知への波及効果を検討す
るための基礎資料を得る。 
 
３．研究の方法 
 ３つの目的について各々複数の調査研究
ないしは実験研究を行ってきた。ここでは、
それぞれの主要な研究方法の概要を述べる。 

(1)災害時の行動スクリプトの把握と脆弱性
の検討 
 災害時行動についての自由記述を求める
住民調査の結果、災害時の行動スクリプトに
おいて迅速な避難行動の妨げとなる問題点
として安否確認行動が浮かび上がった。そこ
で、実態群として実際に被災した東北３県
（福島，宮城，岩手）、および、予測群とし
て東南海地震のリスクの高い東海四国地方
６県（三重，高知，静岡，愛知，徳島，和歌
山）の住民を対象に、安否確認行動について
の調査を実施した。調査参加者カテゴリーと
して、未就学児を持つ家庭、就学児を持つ家
庭、夫婦のみの家庭、独居家庭、を設け、そ
れぞれから分析可能なサンプル数のデータ
を得た。調査参加者はネット調査会社のモニ
ター登録者であり、質問・回答はインターネ
ット上でなされた。実態群の参加者は東日本
大震災時の安否確認行動について，予測群の
参加者は「ある平日の午後２時頃，経験した
ことのない巨大地震に襲われた」という想定
の下で，予想される自らの安否確認行動につ
いて回答した。 
(2)災害対処行動促進プログラムの影響 
 さまざまな防災講演形式のプログラムを
実施し、メッセージ内容、参加者、求める行
動、等を変化させて、それぞれの効果を検討
した。特にメッセージ内容に関しては、道徳
性に関する理論を援用しつつ、東日本大震災
において多くの援助行動が生じたこと、自分
自身の被災には楽観性バイアスが働きやす
いこと、等に注目して、誰を助けるために準
備行動が必要なのか、という訴求点を操作し
た。 
(3)災害からの時間経過と減災の取り組みが
さまざまな領域のリスク認知に及ぼす影響 
 住民基本台帳を用いた層化二段階無作為
抽出により日本全体の成人男女としての代
表性の高いサンプルを得て、さまざまなハザ
ードに対する不安や信頼評価の調査を実施
した。サンプル数は 2000、2015 年が 53.6%、
有効回収数 1,073 であった。回答者の男女比
は男性 50.5%、女性 49.5%であった。報告者
はまったく同様の手続きで 2008 年、2012 年
にも調査を実施しており、それらの結果と比
較することで震災からの時間経過の効果を
検討することができる。 
 
４．研究成果 
 ３つの目的に応じて、主要な研究成果を以
下に示す。 
(1)災害時の行動スクリプトの把握と脆弱性
の検討 
 安否確認対象は配偶者が主なものであり、
アクセス手段としては実態・予測ともに携帯
電話と携帯メールで約 9 割を占め，連絡手段
としての重要性が示された。予測群に比べる
と，実態群では配偶者への連絡の試みはやや
少なく，アクセスの時間も遅めであった。実
態として安否確認することが困難な状況に



陥っていたことが伺える。逆にいうと、災害
直後は連絡が困難であったことが広く報道
されていたにもかかわらず、まずは安否確認
を行うという優先順位の高さが示された。予
測群は初回の携帯電話のアクセスがうまく
行かなかった場合，次回は携帯メールへと方
法を変えるとの回答が多数であったが，実態
は通話への固執傾向、特に携帯電話でのアク
セスに固執する傾向を示しており，認知資源
配分の制約が厳しくなる現実の緊急時にお
いて、特定行動が反復されやすいことのあら
われと解釈された。 
 災害が発生するのが、例えば夜間のような
夫婦、親子が同じ場所にいるときであればま
だしも、もし、平日日中のような、家族メン
バーの所在がバラバラな場合は、依然として、
安否確認が迅速な避難の妨害となり得るこ
とが示唆された。 
(2)災害対処行動促進プログラムの影響 
 プログラムの中で、「被災時には自分のた
めに飲み水が必要になるので」とその備蓄を
訴求する自助条件と、「被災時に飲み水が重
要なのは赤ちゃんや小さな子どもなので、そ
の他助になるように」と備蓄を訴求する他者
援助条件を設けた。その後、行動レベルでの
災害対処への影響を測定するため、プログラ
ムの最後に予告されていない報酬として保
存水か、同程度の価格の図書カードかの選択
を求め、実際に提供した。実験参加者を学生
とする第１実験でも、高齢者とする第２実験
でも、保存水選択率に条件差は見られなかっ
た。また、他者援助条件で、他者を救うこと
のポジティブな側面よりも、救えないことの
規範からの逸脱を訴求し、備蓄内容を保存食
とした第３実験でも有意な条件差は認めら
れなかった。また、他の領域のリスク認知へ
の影響も観察されなかった。３つの実験結果
は一貫しており，見知らぬ赤ちゃんや子供と
いった他者への援助を強調しても行動レベ
ルでの災害準備行動が促進されないことが
示唆された。一方、就学児を持つ母親を実験
参加者とし、援助する対象に自分の子供とい
う条件を設定した第４実験では、災害抑制の
ための情報をより丁寧に収集する効果がわ
ずかながら示唆された。しかし、この実験で
も大きな対処行動、リスク認知への影響はみ
られず、むしろ、我が子が災害に遭遇するこ
とはあり得ないと考えようとする姿勢が示
唆された。 
(3)災害からの時間経過と減災の取り組みが
さまざまな領域のリスク認知に及ぼす影響 
 2008年調査、2012年調査の結果と同様に、
地震に対する不安は今回の調査結果でも相
変わらず高いが、水準としては震災以前に戻
っている。原発事故も不安レベルは高いが、
2012 年調査よりはむしろ震災前の水準に近
づいている。これら不安の低下は震災被害に
ついての、いわゆる風化の進行と解釈できる。
では、他のハザードについての不安評定はど
うだったか。前回の 2012 年調査において不

安レベルが低下した各種ハザードに対する
評定値が、今回の調査においても（テロを除
いて）ほぼ同レベルに維持されていることが
明らかとなった。つまり、東日本大震災の甚
大な被害をもたらした地震、原発事故への不
安は、震災直後は高くなったが、その後の時
間経過に伴って元に戻りつつある。ところが、
他のハザードについては、震災直後は地震、
原発とのバランスをとるように不安が低く
なり、その後の時間が経過しても元には戻ら
ず低い水準を保っている。震災が国民のリス
ク不安にもたらした長期的影響は、皮肉なこ
とに、地震、原発への不安をそれほど高める
ことなく、それ以外の各種ハザードへの不安
を全体的に低下させただけという可能性が
示唆された。 
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